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１．伊勢湾ＢＣＰについて

1

○伊勢湾BCPの概要
○協議会の活動
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伊勢湾BCPの概要
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伊勢湾ＢＣＰの目的
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○南海トラフ地震等の⼤規模・広域災害に対して、伊勢湾内の広域連携※により緊急物資輸送や
港湾物流機能の早期回復を実現することを⽬的として、伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾
BCP）を策定
※広域連携とは、応急復旧に向けた航路啓開の優先順位、資機材の調達、機能回復情報の発信など、港湾相互の広域的な
連携を図るもの



伊勢湾ＢＣＰに基づく対応

○伊勢湾BCPの策定により発災後の早期港湾機能回復を⽬指す
○耐震強化岸壁をはじめ、使⽤可能な公共岸壁までの緊急確保航路の啓開及び港湾内の啓開を
⾏い、緊急物資輸送ルートを確保する

ＢＣＰのイメージ

ＢＣＰによる効果イメージ 伊勢湾ＢＣＰ計画手順概要

広域連携体制の構築

大規模災害発生

被害状況調査（防災ヘリ、みなとカメラ等遠隔点検）

資機材の調達

津波警報・注意報解除

被害状況調査（現地点検）

優先順位の設定

航路啓開の実施（測量、障害物除去）

航路啓開後の利用水深の決定・公表

＜各港ＢＣＰ＞
・港湾区域の航路啓開
・港湾施設の応急復旧

各港への海上輸送ルートの確保 4



○⼤規模災害が発⽣、または発⽣が⾒込まれる場合に設置
○港湾相互の広域的な連携を図るために必要な情報共有、優先順位の設定、港湾相互の連携等
の各種対応に向けた調整を⾏う

伊勢湾ＢＣＰ協議会における連携体制
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○中部地⽅整備局は、包括協定に基づき、
災害協定団体に資機材の調達を依頼する

○伊勢湾BCP協議会の構成機関は、
速やかに被害状況等の情報収集を
⾏う
○津波注意報・警報解除前について、
監視カメラやヘリコプター等の⼿段によ
り情報収集する

伊勢湾の広域連携体制の行動計画
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【資機材の調達の手順】

◆被害状況調査 ◆資機材の調達

発災

津波警報
（注意報）解除

・災害協定団体は、半年に⼀度、所有する作業船等のリストと
在港状況を中部地⽅整備局に報告する。

通常時
事前対策

調達可能な
資機材の把握

・災害協定団体は、速やかに調達可能な資機材を把握し、中
部地⽅整備局に報告する。

調達要請
・中部地⽅整備局は、港湾管理者を含めた資機材の調達要
請をとりまとめ、災害協定団体に資機材の調達を依頼する。
・伊勢湾内で資機材が不⾜する場合は、国⼟交通省港湾局と
災害協定団体と協⼒し、他地域から資機材を調達する。

・優先順位の決定を受けて、中部地⽅整備局は、港湾管理者
と調整の上、災害協定団体の会員企業に航路啓開・施設応
急復旧の作業範囲を指⽰する。

出動要請

契約
・中部地⽅整備局と港湾管理者は、各々が所管する⽔域及び
港湾施設を担当する会員企業と応急災害対策業務の契約
を⾏う。



○優先的に確保すべき海上輸送ルートについては、被災地の状況、国や⾃治体等の要請、道路の
状況、緊急確保航路等・港湾施設の状況、作業船の確保状況、製油所・油槽所及び発電所・都
市ガス製造⼯場等を総合的に勘案し、広域連携体制において協議・調整して決定

優先順位の設定
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緊急確保航路について
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○平成25年6⽉の港湾法の改正に伴い、⾮常災害時における港湾 機能の維持に資するよう、船
舶の待避場所として開発・保全できる航路及び国⼟交通⼤⾂が障害物 の除去を⾏うことにより啓
開できる航路を定める制度が創設
○平成26年1⽉東京湾、伊勢湾、⼤阪湾に緊急確保航路を指定
○平成28年7⽉に瀬⼾内海についても追加指定



中山水道航路
（開発保全航路）

伊勢湾における緊急確保航路
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○伊勢湾においては津波流出物が狭隘な湾内の⼀般海域に滞留することで湾内各港への⼊出港
が困難となり、港湾区域外においても航路啓開が必要となる可能性が⾼い
○このため、⾮常災害時に緊急物資を輸送する船舶の通航ルートを「緊急確保航路」として政令指
定し、国が迅速に障害物の除去を⾏えることとした（H26.1政令施⾏）
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緊急確保航路等航路啓開計画（中部地方整備局）

緊急物資輸送ルートの拡充

各港港湾ＢＣＰ

浮遊物除去・深浅測量（事前）

優先順位の設定

障害物の除去

○防災ヘリ、陸上からの⽬視調査、観測情報等の収集

○浮遊物を除去
○作業許可申請等の書類の簡略化、及び弾⼒的かつ
臨機応変な⼿続き

○⾳響測深機等を⽤いた深浅測量

○港湾及び航路等の被災状況、道路啓開状況、作業
船の確保、⾃衛隊やエネルギー関連組織等からの要請

○応急公⽤負担権限⾏使の判断
○海上浮遊物の回収及び海底障害物の除去作業

深浅測量（事後）
○海底障害物除去後、⾳響測深機等を⽤いた深浅測
量により⽔深確認

航路啓開後の利⽤⽔深の決定・公表
○⽔深確認後に利⽤⽔深及びその範囲を決定・公表

湾内各港への最⼩限の海上輸送ルートの確保

啓
開
作
業

資機材の調達

津波警報・注意報解除
○中部地⽅整備局は港湾管理者と調整し、災害協定団体に⽀援を要請

背
後
の
道
路
啓
開
作
業
︻
く
し
の
⻭
作
戦
︼

港
湾
施
設
の
応
急
処
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港
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域
内
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航
路
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携帯電話 概ね回復

被害状況調査
○現地での確認・点検

⼤規模災害発⽣

被害状況調査

広域連携体制の構築
○広域連携体制を設置し、連絡を確保、災害協定団体との連携体制を構築

広
域
連
携
体
制
の
⾏
動
計
画
︵
初
動
︶

電気、固定電話 概ね回復

水道 1ヶ月後 概ね回復

緊急物資輸送ルート確保の手順
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緊急確保航路

開発保全航路
※海交法上の航路（伊良湖水道航路）を含む

耐震強化岸壁への物資輸送ルート

公共耐震強化岸壁（整備済・整備中）

製油所・油槽所（緊急輸送路に接続）

発電所等

都市ガス製造工場等

＜中部版くしの歯作戦ルート＞
高速道路等の広域支援ルート
沿岸部（被災地）アクセスルート
沿岸沿いルート

○耐震強化岸壁をはじめ、使⽤可能な
公共岸壁までの緊急確保航路の啓開
及び港湾内の啓開を⾏い、緊急物資
輸送ルートを確保する



○⼤規模時災害時に緊急確保航路・開発保全航路の啓開を迅速に実施するため、広域連携によ
る航路啓開の具体的な実施体制や⼿順を定めた

緊急確保航路等航路啓開計画
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○暫定⽔深、暫定航路幅の考え⽅
◆航路啓開範囲（緊急物資） ◆航路啓開範囲（⽯油・⽯炭・LNG）

緊急物資輸送船航行に必要な暫定航路範囲

暫定水深

航路水深

暫定 

水深 9.0ｍ 海上自衛艦 

「とわだ型」 
暫定 

航路幅 200m（１Ｌ） 海上自衛艦 

「ひゅうが型」 

緊急確保航路等における暫定⽔深と暫定
航路幅は、緊急物資輸送を担うことが想定さ
れる船舶を参考に、以下のとおりとする

浮遊物の囲い込み 浮遊物・障害物除去作業

◆航路啓開の実施



○使⽤可能施設、暫定供⽤、船舶の交通制限等の海上交通情報を掲載した利⽤者への情報共
有ポータルサイトを中部地⽅整備局ＨＰ内に開設

関係者間の情報共有
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◆中部地域港湾BCPポータルサイト



伊勢湾ＢＣＰの継続的改善
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○定期的な教育・訓練の実施により関係者の連携体制を確
認し、伊勢湾BCPの実効性向上と関係者の意識向上を図る
○伊勢湾BCP協議会は、伊勢湾BCPを継続的改善(PDCA)
により有効で実効性の⾼い計画に改善



伊勢湾ＢＣＰにおける全体構成

伊勢湾ＢＣＰ全体構成

伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾BCP)

緊急確保航路等航路啓開計画

手順書（案）

アクションカード※

14

・広域連携体制の構築と行動計画、関係者間の情報共有について、基本的な考
え方と関係者の役割を定めたもの

・広域連携による緊急確保航路等の航路啓開作業を具体的に定めたもの

・発災から航路啓開作業までの活
動の具体的な手順と協議会構
成機関の役割を整理したもの ・対応すべき事項を組織毎に

簡潔にまとめたもの

・担当者以外でも、実施内容
がわかるもの

H2７年度策定

H30年度策定

R3年度検討

※港湾空港部初動対応
について案を作成

計画策定年次

伊勢湾BCP

航路啓開計画

手順書（案）

アクションカード

○継続的な検討により、伊勢湾BCPの実効性を⾼めるため、計画の改善、⼿順書等の作成を実施
○今後も継続的な訓練等協議会の活動を通じて計画の改善を実施
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協議会の活動
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協議会の活動

16

○伊勢湾BCP（H28.2）の策定後、BCPの実効性向上を図るため、毎年協議会及び作業部会
を開催し、訓練や課題の検討を実施してBCP等を改訂

◆活動概要

伊勢湾BCP協議会 作業部会

構成員 関係機関の代表者 関係機関の実務者

実施事項
活動計画及び活動結果の審議
伊勢湾ＢＣＰ、航路啓開計画の改訂の審議

協議会が承認した活動計画に基づき、
訓練や課題の検討など実務を実施

開催頻度 年１回 年３回程度
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年度 活動内容

H26 ・「伊勢湾の港湾相互の広域的な連携に関する基本方針」の策定

H27
・伊勢湾BCP、緊急確保航路等航路啓開計画の策定
・伊勢湾BCP協議会の設置

H28
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCP等の改訂（広域連携体制の行動計画など）

H29
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCPの改訂（優先順位の設定、尾鷲港の追加など）
・手順書（案）の検討（連携体制の構築、資機材の調達、優先順位の検討）

H30
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・BCP等の改訂（航路啓開の手順など）
・手順書（案）の策定（発災から航路啓開作業までの一連の手順）

R1

・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（緊急確保航路の啓開範囲、緊急時の情報伝達、揚収物の仮置場、被災時の作
業能力）
・BCP、手順書（案）等の改訂（航路啓開の実施体制など）

R2
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（大型台風への対応、緊急時の情報伝達方法、啓開状況等の情報発信）
・BCP、手順書（案）等の改訂（大型台風への対応の追加など）

R3
・協議会、作業部会（訓練を含む）の開催
・課題の検討（各港BCPとの連携、燃料油の確保、情報共有方法）
・BCP、手順書（案）等の改訂（作業許可申請など）

◆協議会活動の経緯
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２．令和３年度の実施結果

18

○令和3年度の実施概要
○訓練の実施
○伊勢湾BCP等の改訂
○課題の検討
○作業部会で出されたその他課題
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令和3年度の実施概要

19



令和３年６月３日

第６回協議会

・講演 「東日本大震災の経験を踏まえて」
日本大学客員教授 宮本卓次郎

・伊勢湾ＢＣＰ協議会の活動報告
（前年度の結果、今年度の計画）

・国土交通省港湾局からの情報提供
「海・船の視点から見た港湾強靭化に向けて」

令和３年７月２７日

第14回作業部会

令和３年10月27日

第15回作業部会

令和４年１月26日

第16回作業部会

・令和３年度の活動内容（訓練、検討課題）

・ロールプレイング方式の訓練の進め方について

・ロールプレイング方式の訓練の実施

令和３年度の実施概要

◆協議会活動の概要

・訓練結果を踏まえた手順書の改善

・課題の検討結果の報告
(各港BCPとの連携、燃料油の確保、情報共有方法)

・今後の活動内容

事前説明会（令和３年10月15日）

20



令和３年度の実施概要

◆伊勢湾BCP協議会及び作業部会の活動内容

実施項目

訓練 ロールプレイング方式による訓練実施

検討課題

①伊勢湾BCPと各港BCPとの連携
伊勢湾内各港BCPにおける伊勢湾BCPの位置付け状況、課題の整理

②伊勢湾内における航路啓開作業に必要な燃料油の確保
災害時における燃料油の調達方法に関する現状及び課題の整理

③災害時における情報共有方法
航路啓開作業等の効率化への対応として、整備局、協議会構成員が持つ情報を
速やかに収集、共有する手段について整理

21
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訓練の実施
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訓練の目的
・各構成員が、大規模災害発生時における役割を確認し、行動手順を習熟する

・具体的な課題を洗い出す

訓練内容

○ロールプレイング方式による訓練

・広域連携体制の構築

・被害状況調査（作業許可申請等）

・作業船団の必要数量の設定

・航路啓開作業（航路啓開方針の設定）

○構成員は、各機関の事務所から参加

○電子メールにより情報を伝達

実施状況

訓練の実施
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分類 意見 計画等への反映

資機材調達
作業船団数の集約・報告方法
の実態に合わせた修正

作業船団情報を埋立浚渫協会が集約（５団体）し
港湾空港部へ報告

作業許可申請

各団体の活動内容の整理とり
まとめが必要

各団体が対応可能な調査・作業を整理し、手順書
に記載

複数企業の共同作業の際の
対応について記載が必要

幹事会社が代表して申請を実施する旨手順書に
記載

「港湾空港部、管理者」及び
「協定団体」の手続き上の役割
の明確化が必要

「港湾空港部、管理者」が海上保安本部と事前調
整・報告を実施。
「協定団体（会員企業）」が作業許可申請手続きを
実施。

申請の提出先が不明確 各保安部のメールアドレス等を手順書に記載

作業船団の必
要数量の設定

必要数量算定を行う者の明確
化、修正

協定団体が作業船団必要数量検討する旨手順書
に記載

算定方法が不明確 算定式等参考情報を手順書に記載

訓練での意見に対する計画等への反映

24
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伊勢湾BCP等の改訂
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改訂箇所 改訂内容 改訂理由

伊勢湾
ＢＣＰ

想定災害（P7）
・愛知県の高潮浸水想
定区域図を更新

・愛知県が高潮浸水想定区域を公表

航路啓
開計画

航路啓開の手順と
関係機関の役割
（P11）

・作業許可申請、作業
船団の設定手順など
の変更

・海上保安本部、災害協定団体との協議結
果を反映など

手順書

A3:広域連携体制
の立上げ

・関係機関の窓口確認
の効率化

・改訂前は広域連携体制構成機関の窓口
確認後、他の機関の窓口確認を実施して
いたが、一括確認を行う手順へ変更

A4:作業体制の構
築

・作業船団の情報集約
方法の変更

・改訂前は各団体が作業船団等の情報を
報告していたが、埋立浚渫協会が情報集
約を行う。訓練時の意見を反映

B3、E4:作業許可
申請・届出

・作業許可申請の手続
きの明確化（実施者、
実施方法）

・海上保安本部と申請手順に関する実施方
法を協議し、その結果を反映

C3:作業船団の必
要数量の設定

・作業船団の必要数量
検討体制の変更

・改訂前は港湾管理者等が作業船団の必
要数量の設定を実施していたが、実態に
即した手順へ変更

伊勢湾BCP等の主な改訂内容

26



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

想定災害（P7） ・愛知県の高潮浸水想定区域図を更新 ・愛知県が高潮浸水想定区域を公表

伊勢湾BCPの改訂内容

27図 5 伊勢湾沿岸の高潮浸水想定（愛知県区間）

出典：愛知県（三河湾・伊勢湾沿岸）高潮浸水想定区域図について（R3.6愛知県）



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

航路啓開の手順と関
係機関の役割（P11）

・作業許可申請、作業船団の検討体制な
どの変更

・海上保安本部、災害協定団
体との協議結果を反映など

航路啓開計画の改訂内容

28

中部地方整備局

中部運輸局
港湾管理者
（港湾区域内）

第四管区
海上保安本部

災害協定団体

港湾空港部
名古屋港湾事務所

（国有施設・緊急確保航路）

三河港湾
事務所
国有施設・

緊急確保航路等

四日市港湾
事務所

国有施設・
緊急確保航路

（一社）日本埋立浚渫協会中部支部
全国浚渫業協会東海支部
（一社）日本海上起重技術協会中部支部
中部港湾空港建設協会連合会

（一社）日本潜水協会
（一社）海洋調査協会
（一財）港湾空港総合技術センター
（一社）港湾技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会

発災

広域連携体制構築

津波警報・注意報解除

被害状況調査

緊急輸送用岸壁と
必要な作業船団の

検討

優先順位の設定

航
路
啓
開
作
業

災害協定団体
への支援要請

航路啓開方針の
設定

災害協定団体
への出動要請

作業許可申請・
届出

浮遊物の除去
（準備工）

深浅測量
（事前）

潜水調査・
目標物の確認

障害物除去

深浅測量
（事後）

航路の暫定供用
開始の決定・公表

初動（伊勢湾BCP協議会各構成機関の災害対策本部立上げ）

広域連携体制の立上げ 情報連絡員派遣

24時間

発災後
の時間
の目安

12時間

48時間

3日

電気
固定電話
概ね回復

携帯電話
概ね回復

4日

水道
1ヶ月後に
概ね回復

ライフ
ライン
の状況

※津波浸水域で
はさらに時間
を要する。

※中央防災会議
の想定を参考

※地震・津波の
規模や被害に
よって変わる

浮遊物除去
仮置場確保

深浅測量

浮遊物除去
仮置場確保

障害物除去
仮置場確保

潜水調査

深浅測量 深浅測量 深浅測量

利用水深公表

測量評価

利用水深決定

依頼・要請

依頼・要請

依頼・要請

依頼・要請

依頼・要請

緊急輸送用岸壁の検討

障害物除去

潜水調査

申請受理
作業許可

事前報告

事前報告
事前確認

作業許可
申請・届出

優先順位の決定（広域連携体制にて協議、協議会構成員に通知）

航路啓開・深浅測量作業担当会社への出動要請
出動要請の受理

（深浅測量担当会社）

出動要請の受理
（作業船団幹事会社）

航路啓開・深浅測量作業
担当会社への出動要請

出動可能な災害協定団
体会員企業と調達可能

な資機材の把握

出動可能な災害協定団体会員企業と調達可能な資機材の把握と報告

情
報
収
集

伊勢湾BCPの発動

被害状況のとりまとめ

被災状況調査 被災状況調査 被災状況調査 被災状況調査 被災状況調査

必要な作業船団の
検討要請

緊急輸送用岸壁の検討

必要な作業船団の検討

災害協定団体への支援要請 調達可能な航路啓開実施体制（作業船団）、深浅測量実施体制の確認

航路啓開方針の設定

航
路
啓
開
作
業
の
監
理

作業許可
申請・届出

浮遊物除去の依頼・要請

深浅測量の依頼・要請

潜水調査の依頼・要請

障害物除去の依頼・要請

深浅測量の依頼・要請

潜水調査 潜水調査 潜水調査

深浅測量 深浅測量 深浅測量

深浅測量 深浅測量 深浅測量

障害物除去
仮置場確保

障害物除去
仮置場確保

障害物除去
仮置場確保

浮遊物除去

深浅測量深浅測量

作業許可
申請・届出

浮遊物除去
仮置場確保

事前確認結果の共有

浮遊物除去
仮置場確保

図 9 航路啓開の手順と関係機関の役割

【作業船団の検討体制】
・災害協定団体により作業船団
の必要数量を検討

【作業許可申請】
・申請を円滑に進めるための
対応⼿順を検討。
・「事前報告」、「事前確認」、
「事前確認結果の共有」を
実施



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

A3:広域連携体制
の立上げ

・関係機関の窓口確認の効
率化

・改訂前は広域連携体制構成機関の窓口確
認後、他の機関の窓口確認を実施していた
が、一括確認を行う手順へ変更

手順書の主な改訂内容

29

【窓⼝確認の効率化】
・伊勢湾BCPの発動後、「広域連携
体制構成機関」と「その他機関」の窓
⼝確認を⼀括して実施



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

A4:作業体制の構
築

・作業船団の情報集約方法
の変更

・改訂前は各団体が作業船団等の情報を報
告していたが、埋立浚渫協会が情報集約を
行う。訓練時の意見を反映

手順書の主な改訂内容

30

【作業船団の情報集約⽅法】
・埋⽴浚渫協会は、航路啓開作
業を担う災害協定団体の作業
船団等の情報を集約して報告



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

B3、E4:作業許可申
請・届出

・作業許可申請の手続きの
明確化（実施者、実施方法）

・海上保安本部と申請手順に関する実施方法
を協議し、その結果を反映

手順書の主な改訂内容

31

【作業許可申請】
・申請を円滑に進めるための対応⼿順を検討。
・「事前報告」、「事前確認」、「事前確認結果の共有」を実施
※事前報告︓「港湾空港部、港湾管理者」は、作業内容をまとめ、海上
保安本部に提出

※事前報告確認︓「海上保安本部」は、事前報告内容の確認結果を
各機関へ通知

※事前確認結果の共有︓港湾管理者等は、海上保安本部からの通知
内容を災害協定団体に伝達



改訂箇所 改訂内容 改訂理由

C3作業船団の必要
数量の設定

・災害協定団体が作業船団
の必要数量を設定

・改訂前は港湾管理者等が作業船団の必要
数量の設定を実施していたが、訓練後、実態
に即した手順に見直した。

手順書の主な改訂内容

32

※作業実施者となる災害
協定団体が作業船団の
必要数量を検討



33

課題の検討

33



課題の検討１：各港ＢＣＰとの連携

34

検討内容
・各港BCPとの連携状況を確認
・各港BCPに伊勢湾BCPを位置付け、広域連携に係る内容を記載するなどの連携
向上方策を整理

検討結果

◆各港BCPとの連携状況

・各港BCPにおいて伊勢湾BCP（広域連携）に係る記載が十分で無く、その位置付
けが不明確

・各港の関係者に伊勢湾BCPの内容が十分浸透していない可能性がある

◆伊勢湾BCPと各港BCPの連携向上方策（案）

○各港BCPに下記広域連携に係る事項（案）を記載することで各港との連携向上を
図ることが重要。今後、各港BCPへ記載するひな型を作成し、事務局より提示

・伊勢湾BCPの位置付け（法定協議会、広域連携体制の役割等）

・伊勢湾BCPの発動基準

・緊急物資輸送ルート確保の手順

・計画図書（伊勢湾BCP、航路啓開計画、手順書等）の概要



検討内容

・作業船への燃料油の給油方法、災害時の供給協定等を確認

・災害発生後早期には燃料油調達が難しいなど災害時における燃料油確保の可能
性等を整理

検討結果

◆作業船への給油方法

・大型船は海上でバンカー船から、小型船は岸壁でローリーから給油

◆石油商業組合との燃料供給協定

・中部地整は、緊急時に石油商業組合から対応可能な組合員の情報提供を受け、
作業船への燃料供給を受けることができる

・発災直後は人命優先（病院等）で燃料供給がなされ、作業船の燃料確保が難しい
（組合ヒアリング結果）

◆作業船への燃料供給が必要となるタイミング

・作業船は、燃料満タンで１ヶ月程度稼働が可能

・作業船は、平常時、燃料が半分程度になった際に給油、

・作業船は、平常時、少なくとも２週間稼働が可能となる燃料を積載

・燃料供給不足が緩和された段階（発災後３週間以降）で供給を受けることが現実的

◆今後の課題

・災害時にバンカー船が被災せず使用できるか、陸上から給油できる岸壁があるか
を引き続き検討する必要がある

課題の検討２：航路啓開作業に必要な燃料油の確保

35



課題の検討３：災害時における情報共有方法

36

検討内容

・災害情報の収集・共有に係る整備局等の取り組み状況を確認

・今後、整備局が進めるデータ共有システムと外部システムとの連携等による情報
共有システムの構築に向けた方向性を整理

検討結果

◆情報共有方法のイメージ

・伊勢湾BCPでは、メールや電話による「１対１」、メールの一斉送信による「１対多」
の情報伝達を想定

・中部地整では、関係者間での「多対多」の効率的な情報共有が可能なシステム※

を構築中

◆データ共有システム※の活用

・同システムの活用で災害時に整備局と関係機関が被災情報等の共有が可能に

◆外部プラットフォームとの連携

・外部プラットフォームとの連携により、伊勢湾BCPの意思決定等において、更に多
くの情報を利用できる可能性がある

中部地方整備局 データ共有システム

登録・共有 登録・共有

関係機関

※：中部地整構築中の防災情報、防災関連データを収集、共有するシステム「防災情報プラットフォーム」の一部機能



国土交通省港湾局の取り組み：サイバーポート（港湾インフラ分野）

37出典）国土交通省港湾局

○港湾の計画から維持管理までのインフラ情報を連携させることにより、国及び港湾管理者による適
切なアセットマネジメントを実現。(適切な維持管理の実施、更新投資の計画策定)
○災害発⽣時、関係者への各種情報（被災構造物の諸元、図⾯、被災状況等）の速やかな提
供により、早期復旧に寄与
○サイバーポートに防災情報サブシステム※を取り込むことも検討中
※中部地方整備局の防災情報プラットフォームが該当

ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ（港湾物流分野） ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ（港湾管理分野）地形情報 地質情報 気象情報 海象情報

港湾法3条の3

港湾計画

電子化

実地監査結果
（国有財産）

港湾法施行令17条の9

維持管理
データベース港湾台帳

港湾法49条の2
港湾法施行規則14条

電子化

・ BIM/CIMの活用推進
・ ICT施工の拡大
・ 監督・検査でのICT活用

・業務帳票管理システム
・工事帳票管理システム

事業PF（直轄事業）

BIM/CIM
クラウド

土質
DB

i-Constructionの推進(別途検討)

管理台帳
（国有財産）電子化

港湾法施行令17条の7

港湾インフラに関する
既存のデータベース（書面含む）

・被災情報収集
機能など

災害情報

サイバーポート（港湾インフラ分野）

整備（施設構造）

調査・測量 設計 施工施設規模・諸元
施設配置
港湾計画図

等

計画

取扱貨物量
乗降客数
利用隻数

等

利用

維持管理計画
点検診断情報
実地監査結果

等

維持管理
港湾法56条の2の2

土質
データ

設計
データ

施工
CIM

港湾情報
名称 港格 港湾区域 等

施設情報
名称 種類 位置 規模
構造 断面図 等

基本情報

等



防災情報サブシステムの構築

38出典）国土交通省港湾局

○観測機器や既存の防災関連システム等の情報を、災害対策本部や関係者の⼿元に集約・共
有・可視化する仕組み

○想定する災害は地震、津波、台⾵、⾵⽔害、海上事故
○平常時においても情報サブシステム単体で利⽤できるものとすることが重要である
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作業部会で出されたその他課題

39



分類 課題 対応案 対応時期
情報共有

スマートフォンでの情報共有
整備局の情報共有システムを活用
した訓練を検討

短期

三河港・衣浦港の災害情報共有シ
ステムとの連携

既存の情報共有システムとの連携
を検討

中期～
長期

資機材調達 災害協定団体会員企業が保有する
ＵＡＶ情報の事前把握

調達可能な資機材の報告内容にＵ
ＡＶを明記

短期

作業体制 複数企業が共同作業体制を構築す
る場合の手順や幹事企業の役割の
明確化

作業体制構築について災害協定団
体と協議

中期

複数の団体に所属する企業もあり、
災害協定団体毎の対応では、活動
が重複する

港湾単位での体制づくりなどを災害
協定団体と協議

中期～
長期

大規模災害時には、災害現場まで
の移動手段や用船の確保が難しい

移動手段や用船の確保について災
害協定団体と協議

中期

作業許可申
請

作業許可申請における区域図作成
の効率化

区域図作成の役割分担を再検討 短期

揚収物仮置
き

仮置き場や処理方法が未定

仮置きや処理の手続きなど関係制
度と仮置き場を速やかに選定する
上での課題を整理し、仮置場の選
定方法を検討

短期

作業部会で出されたその他課題

40

対応時期の目安
短期：１～２年、中期：３～５年、長期：５年～



分類 課題 対応案 対応時期

各港との連
携

各港での伊勢湾BCPとの連携向上 各港ＢＣＰに広域連携に係る事項を
記載する、早期にひな型作成などの
情報を提供する

短期各港BCPへの広域連携に係る記載
事項の提示時期

各港関係者を交えた課題の抽出 今後の活動内容として検討
中期～
長期

関係者への
支援強化

伊勢湾と各港との連携強化にあたり
人員が不足

今後も可能な範囲で関係者への支
援強化を図る

短期～
長期

各機関ではアクションカード作成が
負担となる

各機関が参考となるアクションカー
ドのひな型を作成

短期

教育・訓練

単年での活動計画になっており、手
順書などツールも増え、担当者も異
動がある

中期（３年程度）の教育・訓練計画を
作成

短期

訓練では、手順書など手持ち資料と
知識で対応すべき

手順書のみで対応する訓練を計画
する

短期～
中期

災害時、停電によりパソコンが使用
できなくなる

パソコンが使用できない状況を想定
した訓練実施を検討

短期～
中期

会議運営 会議での発言者の偏り 会議後の意見提出機会を確保 短期

作業部会で出されたその他課題
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対応時期の目安
短期：１～２年、中期：３～５年、長期：５年～
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３．令和４年度の実施予定

○協議会及び作業部会の活動内容（案）
○協議会及び作業部会のスケジュール（案）
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令和４年度の実施予定

◆伊勢湾BCP協議会及び作業部会の活動内容（案）

実施項目
実施時期

第17回
作業部会

第18回
作業部会

第19回
作業部会

訓
練

ロールプレイング方式などの訓練の実施
①広域連携体制の構築（アクションカードの活用）
②被害状況調査（防災情報プラットフォームの活用）

概要
説明

実施

結果
報告検

討
課
題

①アクションカードの作成（各機関が活用できる標準的なカード）
素案
提示

訓練で
使用

②浮遊物情報図の作成（関係者と浮遊物の位置、分布状況を共有）
方針
提示

－

③揚収物仮置き場の選定方法の検討
・選定上の課題を抽出、選定要件を整理
・優先順位設定のチェックリスト（ひな型）を作成

素案
提示

－

④各港BCPへの記載資料の作成（伊勢湾BCP概要資料） － －

⑤訓練計画の作成（中期、３年程度） － －
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令和４年６月２３日

第７回協議会
・伊勢湾ＢＣＰ協議会の活動報告 （前年度の結果、今年度の計画）
・国土交通省港湾局からの情報提供

令和４年８月上旬

第17回作業部会

令和５年１月中旬

第19回作業部会

・今年度の活動内容（訓練、検討課題）
・ロールプレイング方式などの訓練の進め方
・アクションカードの説明（素案）
・防災情報プラットフォームの説明（概要、操作方法）

・訓練結果等を踏まえた手順書（案）の改善

・課題の検討結果の報告
・今後の活動内容

令和４年度の実施予定

◆伊勢湾BCP協議会及び作業部会のスケジュール（案）

令和４年10月下旬

第18回作業部会

・ロールプレイング方式などの訓練の実施
－広域連携体制の構築（アクションカードの活用）
－被害状況調査（防災情報プラットフォームの活用）
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主な実施項目



◆アクションカード改良版のイメージ

伊勢湾ＢＣＰアクションカード 【広域連携体制の構築】 個票No.A3①‐1

手順A3① 広域連携体制設置準備

アクションA3①-1 □港湾空港部の外部窓口の決定

実施事項 伊勢湾ＢＣＰにおける港湾空港部の窓口となる担当者を決めてください

相手先 －

実施内容
（実施結果）

備考
・窓口担当者は、原則、防危課職員（係長または係員）
・防危課職員が対応不可の場合、防危課長へ指示を仰ぐ

外部窓口
担当者

部署・役職 氏名

補⾜情報や留意事項を記載

令和4年度の実施予定：アクションカードの作成及び活用
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○アクションカードとは、⼿順書に⽰す個々の活動の具体的な内容や担当者等を簡潔にまとめたもの
○昨年度は、港湾空港部が初動時に使⽤するカードを作成（訓練で利⽤）
○今年度は、カードの改良版を作成後、各機関が使⽤するカード案を作成、訓練で使⽤

◆昨年度作成した港湾空港部版アクションカード（⼀部抜粋）

＜利用上の課題への対応＞

カード１枚当たりの情報量が多いため、必要な情
報を掲載しつつ簡潔なカードに改良を行う。



令和4年度の実施予定：防災情報プラットフォームの活⽤
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◆データ共有機能
・中部地方整備局内部及び関係機関とデータをクラウド上で共有することが可能。

防災情報PF

登録・共有

登録・共有

関係機関
データ共有機能メニュー画面

中部地方整備局

○中部地⽅整備局にて、防災情報プラットフォームの⼀部機能である、「データ共有機能」の活⽤を検討
○今年度は、「データ共有機能」を利⽤した訓練を実施予定



令和4年度の実施予定：浮遊物情報図の作成
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○浮遊物情報図とは、災害時に関係者
と浮遊物の位置、分布状況を共有す
るための図⾯
○今年度は、図の様式等を作成
※伊勢湾内をメッシュで分割
※地理情報システムの活⽤を検討

浮遊物情報図の作成イメージ



令和4年度の実施予定：揚収物仮置き場の選定方法の検討

48

○航路啓開による揚収物の仮置き場は、災害時に関係機関と調整し、速やかに選定することが必要
○仮置き場を選定する上での課題の抽出や選定要件の整理を⾏った上で、優先順位を設定するた
めのチェックリスト及び位置図のひな型を作成

東⽇本⼤震災における揚収物の保管状況

●仙台塩釜港 ●釜石港

車両の損傷が進まないよう
積み重ねず仮置き

コンテナを通常時と同様に
仮置き

ガレキの仮置き



令和4年度の実施予定：訓練計画の作成
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○伊勢湾BCPにおける中期（３年程度）の訓練計画を作成
○反復訓練を⾏うことで、マニュアル等の理解促進、習熟を図る

訓練の積み重ねによる災害対応⼒向上のイメージ



年次 平成28～30年度（実施済） 令和元～２年度（実施済） 令和３年度 令和４年度
テーマ 行動計画、手順書(案) 実効性向上、課題対応、航路啓開 実効性向上、課題対応、航路啓開 実効性向上、課題対応、航路啓開

伊
勢
湾
Ｂ
Ｃ
Ｐ
協
議
会

協
議
会

○第１回協議会（平成29年3月）
・伊勢湾BCPの改訂、今後の方針確認
○第２回協議会（平成30年3月）
・伊勢湾BCPの改訂、手順書の検討状況、今後
の活動内容

○第３回協議会（平成31年2月）
・伊勢湾BCPの改訂、手順書の策定状況、今後
の活動内容、講演

○第４回協議会（令和2年2月）
・成果報告、緊急確保航路等啓開計画及び手
順書の改訂、今後の活動内容、講演

○第５回協議会（令和2年7月）
・成果報告、伊勢湾BCP等の改訂、今後の活動
内容、講演

○第６回協議会（令和3年6月）
・成果報告、伊勢湾BCP等の改訂、今後の活動
内容

○第７回協議会
・成果報告、伊勢湾BCP等の改訂、今後の活動
内容

○第８回作業部会（令和元年9月）
＜検討＞
・ロールプレイング方式の訓練の進め方
○第９回作業部会（令和元年11月）
＜訓練＞
・広域連携体制の構築等
○第１０回作業部会（令和2年1月）
＜検討＞
・訓練結果を踏まえた手順書等の改訂
・課題の検討状況の報告
○第１１回作業部会（令和2年10月）
＜検討＞
・ロールプレイング方式の訓練の進め方
○第１２回作業部会（令和2年12月）
＜訓練＞
・災害協定団体への出動要請等
○第１３回作業部会（令和3年2月）
＜検討＞
・大型台風への対応、緊急時の情報伝達等

○第１４回作業部会（令和3年7月）
＜検討＞
・ロールプレイング方式の訓練の進め方
○第１５回作業部会（令和3年10月）
＜訓練＞
・ロールプレイング方式の訓練の実施（発災時
に使用する通信手段を使用した情報伝達、被
害状況調査、作業船団の必要数量の設定、
航路啓開作業など）

○第１６回作業部会（令和4年1月）
＜検討＞
・伊勢湾BCPと各港BCPとの連携
・航路啓開作業に必要な燃料油の確保
・災害時における情報共有方法
・訓練で抽出された課題への対応
・伊勢湾BCPの改訂 等

○第１７回作業部会
＜検討＞
・ロールプレイング方式などの訓練の進め方
・アクションカード素案
・浮遊物情報図の作成方針
・揚収物仮置き場の選定方法
○第１８回作業部会
＜訓練＞
・ロールプレイング方式などの訓練の実施
（広域連携体制の構築、被害状況調査）

○第１９回作業部会
＜検討＞
・アクションカード
・浮遊物情報図
・揚収物仮置き場の選定方法
・各港BCPへの記載資料
・中期訓練計画
・訓練等で抽出された課題への対応
・伊勢湾BCPの改訂 等

作
業
部
会

○第１回作業部会（平成29年1月）
・連絡窓口と連絡手段の確認 等
○第２回作業部会（平成29年2月）
・図上訓練で抽出された課題への対応
・伊勢湾BCPの改訂 等
○第３回作業部会（平成29年12月）
・手順書の検討（連携体制の構築、資機材の調
達、優先順位の設定）

○第４回作業部会（平成30年2月）
・手順書の読み合わせ、課題の抽出
○第５回作業部会（平成30年9月）
・既存手順書の見直し、新規手順書（被害状況
調査、航路啓開作業）の検討

○第６回作業部会（平成30年11月）
・既存手順書の見直し、新規手順書に基づく図
上訓練の実施

○第7回作業部会（平成31年1月）
・作業部会の結果を踏まえた手順書の検討、伊
勢湾BCPの改訂

推
進
課
題
等

伊勢湾ＢＣＰ協議会の活動内容(案)

●広域連携体制の構築
・通信断絶時の初動体制の確保
・発動基準と広域連携体制設置手順の整理
・情報伝達手段としてのSNSの活用

●優先順位の設定
・限られた情報による優先順位の判断手順の整理
・臨港道路、緊急輸送路の図面整理
・施設点検診断カルテの活用方法の整理

●資機材の調達
・既存の作業船情報の活用方法を検討
・効率的な船舶の動静把握

●港湾物流機能確保の情報共有
・中部地方整備局、第四管区海上保安本部、中部運輸局、港湾管理者による情報発
信内容・発信体制の協議

●航路啓開
・UAVを使用した調査に関する検討
・「伊勢湾の緊急確保航路啓開活動手順」暫定版の改訂
・港内航路啓開の費用負担と直轄債での負担範囲
・作業許可申請・届出の効率的な手続き
・地図ソフトを活用した情報集約システム

●揚収物の仮置・保管
・がれき仮置き場、処理の手続きの確認

●緊急物資輸送体制の確保
・緊急物資民間企業協定の対応
（田原市-トヨタ自動車㈱、半田市-JFEスチール㈱）

●燃料油輸送体制の確保・電力･都市ガス輸送体制の確保
・行政と専用桟橋所有企業（石油、電気、ガス）の航路啓開に係る費用負担

●情報共有
・被災状況など情報の効率的な収集整理・共有方法

【検討が必要な主な課題】 ※青は実施済み

【活動における結果】
○広域連携体制、行動計画等の基本方針
○手順書（案）

○作業申請手続きの簡略化
○関係者間の情報共有サイト

【各構成員が継続的に実施する検討事項】
●訓練 ●教育 ・防災教育プログラムの検討及び実施

・防災リーダーの育成

・情報伝達･通信訓練の実施(機器･手順)
・災害を想定した図上訓練・実働訓練の実施
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